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（事業計画書参考様式） 

 

 

 

 

記載例 

（人材育成（リスキリング）事業） 
 

 

 

 

事業計画書 
 

（令和８年度木津川市産業競争力強化支援事業） 

 

 

 

 

 

事 業 種 目 

□認証取得事業         □知的財産権取得事業  

□展示会等出展事業       □販路拡大事業 

□商品開発事業         □スタートアップ事業 

☑人材育成（リスキリング）事業 □雇用促進事業 

□BCP・セキュリティ対策事業 

実

施

主

体 

名 称 木津川工業 株式会社 

所 在 地 
（〒６１９－０２１４） 

木津川市木津南垣外○○○○ 

創 業 日        令和２年４月１日 

種 別 

法人/団体等（１００万円）   ・  個人事業主 

※法人/団体等の場合は（ ）内に資本金・出資金額を記載 

 

従業員数：会社全体 １００名 

連 絡 先 ０７７４－７２－×××× 

担 当 者 △△ △△ 
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１ 事業実施主体の概要 

主

た

る

事

務

所 

名 称 木津川工業 株式会社 

所 在 地 
（〒６１９－０２１４） 

木津川市木津南垣外○○○○ 

電 話 番 号 ０７７４－７２－×××× Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７７４－７５－×××× 

業 務 内 容 又 は 

製 造 品 等 

精密機械の製造・販売 

 

補
助
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所 

名 称 同上 

所 在 地 （〒   －    ） 

木津川市  同上 

操 業 開 始 日  令和２年４月１日 責 任 者 氏 名 △△ △△ 

電 話 番 号 同上 Ｆ Ａ Ｘ 番 号 同上 

業 務 内 容 又 は 

製 造 品 等 

同上 

 

連

絡

先 

所属・部署 総務部 電 話 番 号 ０７７４－７２－×××× 

役 職 係長 Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７７４－７５－×××× 

担 当 者 名 △△ E - m a i l xxxxxx@xxx.xxx 

※ 業務内容又は製造品等欄は、パンフレット等の添付でも可 

※ 事業実施主体が団体等の場合、会則又は運営規定を添付してください。 

 

２ 事業の内容 

   

講習・研修の実施回数（令和 7年度の実施した回数を記載ください。） 

         ６回 

 

受講、試験・受験名 

・試験（合否あり） 

・受講（修了証有） 

・受講（修了証無） 

対象人数 

（内木津川市在住の方） 

第一種〇〇士に係る

資格試験 
試験（合否あり） ３名（内１名） 

   

   

   

本店（主たる事務所）の内容を記入し

ます。 

 

 

実施主体(補助を受けようとする事業所)で

行った講習・研修回数を記載ください。 

試験・受講内容の概要が分かる資

料・パンフレットなども提出くだ

さい。 
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３ 事業内容の説明 

（１）新たな分野に伴う必要性を記載してください。 ※人材育成事業の目的を記載してください。 

職務の一つである〇〇を行うためには、第一種〇〇士に資格が必要であり、第一種〇〇士の資格

を持つことで、今後、〇〇や△△を行うことも可能となる。 

 

（２）事業効果見込みを記載してください。 

第一種〇〇士に資格を持つことで、職務の一つである〇〇を行うことができる。○○ができる人

材が増えることで生産性も○○％向上する見込みである。 

 

（３）工程表 

作 業 項 目 
４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11
月 

12
月 

１
月 

備 考 

第一種〇〇

士の試験 
   ●        

            

            

            

            

            

 

 ※ 注意事項 

  ・ 作業項目の欄に計画の内容を記入（例：○○展示会出展準備）し、その実施期間を横の棒線で

示してください（開始と終了は●印で示してください。例：●―●）。 

  ・ 備考欄には、出展期間や外注先等を記載してください。 

  ・ 項目が不足する場合は、適宜追加してください。 

また、独自の様式を添付してもかまいません（以下同じ）。 
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４ 収支計画 

収 入 の 部 支 出 の 部 

科目 予算額（円） 備考 科目 予算額（円） 備考 

市 補 助 金 
５０，０００  第一種〇〇士の試

験費用（３人分） 

１２０，０００  

その他補助金      

自 己 資 金 ７０，０００     

借 入 金      

そ の 他      

合 計 １２０，０００  合 計 １２０，０００  

 

５ 補助対象経費の内訳 

 

新 た な 取 り 組 み に 要 し た 経 費 の 内 訳 

項 目 金 額 （ 円 ） 備 考 

【 受 講 等 に 係 る 経 費 】 

受 講 費   

試 験 ・ 受 験 料 １２０，０００  

   

   

小 計 １２０，０００ ①  

合 計 １２０，０００ ①  

 

 

収入と支出が同額になるように記入します。 

（下記の例は、認証取得で主たる事務所が市内の場合） 


